
保育料算定における所得割額の確認方法（概算）
① 　市民税が給与から天引きされている方　⇒　市民税・県民税　特別徴収税額の決定・変更通知書　（納税義務者用）を参照

*

② 　①以外の方（自営業の方等）　⇒　兵庫県明石市　市民税・県民税　税額決定納税通知書　を参照

　
納税義務者（または納税管理人等）住所・氏名 下記のとおり各納期によって納付してください。

※課税標準額等は、2枚目に記載しています。

※課税の根拠・納付場所等は、裏面をごらんください。

　本書のとおり通知します。

仮徴収税額として平成　年4月・6月・8月　は平成　年2月と同額が公的年金から特別徴収されるため、上記通知額と異なる場合があります。

仮徴収税額と上記通知税額に差額があった場合は、改めて通知します。
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市民税の「所得割額」から、「調
整控除額」を引いた額が保育料
算定に利用される税額となります。 

「所得割額⑥」を見る際に、「税額控除額⑤」として、

『配当控除』、『住宅借入金等特別税額控除』、『配

当割額・株式等譲渡所得割額』、『寄付金税額控

除』、『外国税額控除』は適用されません。 
 

そのため、上記の控除を受けている方は、「所得割

額⑥」にこれらの控除を足した金額が保育料算定の

所得割額となります。 
それ以外の方は「所得割額⑥」が保育料算定の所
得割額となります。 



③ 　①または②より、保護者の全ての方の所得割額を合算し、料金表（明石市保育所等保育料【保育所（園）及び認定こども園（保育所部分）】
　から児童の年齢（当該年度の4月1日時点の満年齢）に応じた保育料を求める。

例） 父の所得割額が\55,000、母の所得割額が\32,500、対象の児童が当該年度の4月1日時点で満3歳の場合。

⇒合算所得割額\87,500を探し、児童の年齢区分および保育必要量に応じてあてはまる保育料を探す。

注意事項
・ 料金表については、当該年度の料金表をご利用ください。
・ 上記内容はあくまで概算の保育料となります。最終的な保育料（利用者負担額）の決定は、

施設・事業所等を利用開始する際に通知いたします。
・ 4月～8月分の保育料に関しては前年度の住民税、9月～翌年3月の保育料に関しては、当年度6月に決定される

住民税の決定内容で算定されます。
・ 施設や事業所では、毎月の保育料の他、入園時に必要となる制服や鞄代、主食費（３歳児以上の給食のお米代）、

文房具や行事の費用等が別途かかります。詳細については各施設にお問い合わせいただくか、こども育成室で配
布しています資料をご確認ください。

保育短時間 保育標準時間 保育短時間

3 歳 未 満 児
[ 3 号 認 定 ]

3 歳 児
[ 2 号 認 定 ]

4 歳 以 上 児
[ 2 号 認 定 ]階層

区分
（市）

定    義

保育標準時間 保育短時間 保育標準時間

0

2
第1及び第3から第18階層を除い
た市民税非課税世帯

1
生活保護法による被保護世帯
（単給世帯を含む。）及び養育里
親世帯

3
市民税のうちの均等割の額のみ
の世帯（所得割の額のない世
帯）

6,500

0 0 0 0

2,800

0

32,000円以上
48,600円未満

4

5

11,900 11,800 10,200

97,000円以上
169,000円未満

9

市民税のうちの
所得割額が課
税されている世

帯

（右欄の範囲内
で、所得割額の
合計金額が該
当する階層で
決定する。）

16,000円未満

16,000円以上
32,000円未満

8

48,600円以上
77,101円未満

77,101円以上
97,000円未満

7

6

2,800 2,200 2,200 2,200 2,200

9,000 8,900 6,600 6,500 6,600

10,200 10,100

13,900 13,700 12,500 12,300 12,500 12,300

10,100

16,700 16,500 15,700 15,500 15,700 15,500

22,400 22,100 21,700 21,400 21,700 21,400

29,700 29,300 27,000 26,600 23,800 23,500

37,300 36,800 28,300 27,900 24,100 23,800

網掛けの部分において保育必要量（保育標準時間か保育短時間か）により概
算の保育料を求めることができます。 
保育必要量は、認定事由の内容（勤務時間や通勤時間等）により決定します。 

なお、第２子以降の児童の場合、第１子の年齢や保護者の所得にかかわらず
保育料は無料となります。 

保育料 
主食費 

遠足代（積立） 毎月必要となる費用 

制服、鞄代、文房具代 
入園時または年齢に 
応じ必要となる費用 


